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学 校 法 人 大東中央学園 

 

 

 

 

 

 



１．法人の概要 

 名 称  学校法人 大東中央学園（昭和４２年４月１４日法人設立） 

 代表者  理事長 井上 梅樹     

 住 所  大東市赤井１丁目２番１号   

 電 話  ０７２－８７２－８０７１ 

 ＦＡＸ  ０７２－８７３－１５４０ 

 設置する学校  

    住 所 大東市赤井１丁目２番１号  

    名 称 大東中央幼稚園 

 役 員 

    理 事 ５名  監 事 ２名 

 評議員   １１名 

 理事会    ２回開催  評議員会   ２回開催 

 職 員   ４２名（幼稚園３３名、企業主導型保育事業９名） 

２．事業概要 

 （ 大東中央幼稚園 ） 

 ≪教育方針≫ 

   「知・情・体」三位一体の教育 

 ≪教育内容≫ 

   朝の体育ローテーションで心身共に目覚め、日課活動によって園児同士・園児と

先生の一体感、信頼感を深めつつ、園児それぞれの集中力や五感を刺激し、学びに

向かう「心もち」を養う。 
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 ≪保育時間≫ 

  月～金曜日 午前９時２０分～午後２時２０分 

  土曜日   休 園 

 ≪納付金≫ 

   保 育 料     年額３０８，４００円（１２分割均等納付） 

             【保育料については幼児教育・保育の無償化に伴い実質無償化】 

   教育充実費     年額 ３６，０００円（１２分割均等納付） 

   施設管理費     年額 １２，０００円（１２分割均等納付） 

   バス維持費     年額 ３９，６００円（１２分割均等納付） 

   給 食 費     １食 ３５０円 



 ≪入園時の費用≫ 

  入園料   ４５，０００円 

  施設費   ３５，０００円 

 ≪預り保育の内容及び費用≫ 

  月～金曜日  午後２時２０分～午後６時００分 

  長期休暇中  午前８時００分～午後６時００分 

  １時間１００円～３００円（時間帯による） 

 ≪行事実施状況≫ 

   宿泊保育、運動会、幼稚園フェスタ、遠足、観劇会、作品展、学習発表会 

 ≪施設関係≫ 

園地面積 ３，１５９㎡  運動場面積 １，４３１㎡ 

屋上園庭芝生 

≪設備関係≫ 

  ピアノ、パソコン 

≪借入金関係≫ 

  りそな銀行より、保育園舎、体育館新築工事のため融資を受けている。期末残高

は 78,946 千円となる。 

≪事業報告≫ 

  わが国は、結婚しなければ出産しにくい社会であるが、新型コロナウイルスの影

響による婚姻率（人口千人当たり件数、2015 年～19 年の平均 4.9 から、20 年 4.3、

21 年 4.1）の低下、既婚女性の出産控え、加えて未婚女性の希望子ども数が 2 人か

ら 1.58 人を下回る状況となり、2022 年の出生数は、79 万 9 千人（日本人の確報ベ

ースでえは 77 万人）と超少子化が進んでいる。岸田総理大臣は、出生率を反転さ

せるため、従来とは次元の異なる少子化対策の実現を表明し、4 月には子ども家庭

庁をスタートさせ、「こども未来戦略会議」を開催し、6 月の骨太方針までに将来

的なこども・子育て予算の倍増に向けた大枠を示す決意を改めて表明した。 

一方、教職員採用も厳しい状況が続いており、府内の養成校においては、募集定

員を大幅に割り込み、採用不安の解消には程遠い状況である。 

また、第 211 回国会においては、私立学校法の改正が可決され、「執行と監視・

監督の役割の明確化・分離」の考え方から、評議員・評議員会の権限強化の見直し

を中心に寄付行為の全面改訂の手続きが予定されている。 

そこで、収入を安定させるため、経常費補助金の配分基準内容を十分に把握し、

事務を効率化し確実に対応する。 

自己評価については、確実に実施し公表しているが、その自己評価の内容を、学

校関係者評価委員会で十分検討して頂き、別紙を別紙のとおり纏め公表に努めた。 

 

３．財務状況    

別紙参照。 

 


